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平成２９年度　決算報告書
公立大学法人　福岡女子大学

１　収支計画 （単位：百万円）

予算額 決算額
差額

（決算－予算）
備考

費用の部 2,233 2,154 ▲ 78
経常費用 2,233 2,154 ▲ 78

業務費 2,068 1,986 ▲ 81
教育研究経費 771 699 ▲ 71 （注１）
人件費 1,297 1,287 ▲ 9

一般管理費 164 163 ▲ 1
財務費用 - 4 4
（減価償却費　再掲） 159 177 17

収益の部 2,130 2,144 14
経常収益 2,130 2,138 8

運営費交付金収益 1,115 1,138 23
授業料収益 520 535 15
入学金収益 87 97 9 （注２）
検定料収益 19 16 ▲ 3 （注３）
受託研究等収益 11 9 ▲ 1
受託事業等収益 8 5 ▲ 3
補助金等収益 71 67 ▲ 4
寄附金収益 24 10 ▲ 14 （注４）
資産見返運営費交付金等戻入 37 19 ▲ 17

　 資産見返補助金等戻入 109 117 7
資産見返寄附金戻入 0 4 3

　 資産見返物品受贈額戻入 11 10 ▲ 1
財務収益 0 0 ▲ 0
雑益 109 107 ▲ 2

臨時利益 - 5 5
運営費交付金収益 - 5 5

純損失 ▲ 102 ▲ 9 92
目的積立金取崩額 102 84 ▲ 18
総利益 - 74 74

（注記）記載金額は百万円単位とし、表示単位未満については切り捨て表示しています。

【予算と決算の差異について】

　　　　　が71百万円少額となっております。

（注２）　入学金収益につき、県外入学生及び私費留学生の増加などにより決算額が9百万円多額となっております。

（注３）　検定料収益につき、一般入試志願者数の減少などにより決算額が3百万円少額となっております。

　

区　分

（注１）　教育研究経費のうち、固定資産（研究用備品、セキュリティ機器）の購入23百万円の支出等により教育研究経費の決算額

（注４）　寄附金収益につき、収益化が翌期以降になったことなどにより決算額が14百万円少額となっております。
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平成２９年度　決算報告書
公立大学法人　福岡女子大学

２　資金計画 （単位：百万円）

予算額 決算額
差額

（決算－予算）
備考

資金支出 2,678 2,580 ▲ 98
業務活動による支出 2,073 1,948 ▲ 124 （注１）
投資活動による支出 24 32 7 （注２）
財務活動による支出 - 31 31 （注３）
翌年度への繰越金 580 568 ▲ 12

資金収入 2,678 2,580 ▲ 98
業務活動による収入 1,994 1,969 ▲ 25

運営費交付金による収入 1,138 1,141 3
授業料等による収入 628 620 ▲ 7
受託研究等による収入 20 16 ▲ 3 （注４）
補助金による収入 71 81 9
その他収入 136 109 ▲ 26

投資活動による収入 0 0 ▲ 0
財務活動による収入 - - -
前年度からの繰越金 683 611 ▲ 72

（注記）　記載金額は百万円単位とし、表示単位未満については切り捨て表示しています。

【予算と決算の差異について】

（注１）業務活動による支出については、各種節減努力等により予算積算上の計画額と実際の執行額に差が生じたため決算額が

（注２）投資活動による支出については、業務活動による支出に予算計上されていたもののうち資産となったものがあったため

（注３）財務活動による支出については、リース債務の返済による支出及びその利息の支払額を決算額に計上しております。

【キャッシュ･フロー計算書の計上金額と決算額の差異について】

　　決算報告書上の業務活動による支出については、キャッシュ・フロー計算書上の原材料、商品又はサービスの購入による

　支出、人件費支出及びその他の業務支出の金額に未払い金及び未払い消費税等の増減額を加え、預り金の増減額を控除して

  計上しております。

　　また、決算報告書上の業務活動による収入については、キャッシュ・フロー計算書上のその他の収入及び預り科研費補助

　金等の純増減額から預り金の増減額を控除して計上しております。

区　分

　　　　

　　　　124百万円少額となっております。

　　　　予算額においては、当該支出額を業務活動による支出に計上しているため、決算額が31百万円多額となっております。

　　　　決算額が7百万円多額となっております。

（注４）受託研究等による収入については、受託案件の規模縮小などにより決算額が3百万円少額となっております。
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